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補助金の申請や自主防災活動の手続について  

 

日ごろは、地域の自主防災活動にご尽力いただき誠にありがとうござい

ます。  

 安城市では、地域における自主防災活動を支援するため、補助金交付制

度を設けています。自主防災活動を充実させるためにも、ぜひ活用してく

ださい。  

 なお、活用の際には、下記の各手続についての説明と、１２頁の別紙「補

助金事務の流れ」を参照のうえ、申請等をお願いします。  

また、自主防災活動を行うための関係書類や提供資料も下記のとおりで

すので、併せてご確認くださるようお願いします。  

 

１  組織内容や代表者に変更があった場合、新たに組織を設立す

る場合  

 自主防災組織の設立・変更などの事実が発生した場合、１４頁の自主防

災組織設立（変更）届を提出してください。提出がない場合、補助金の交

付が受けられないことがあります。  

（１）  組織内容にどのような変更があった場合に、届出が必要になるかに  

ついて  

・  「自主防災組織設立（変更）届」にある「自主防災組織（変更）内容」

の各欄に掲げられている事項について変更があった場合、届出をお願

いします。ただし、代表者名の変更ついては、自主防災組織緊急連絡

先調査の時点で提出いただいている場合、再提出の必要はありません。 

・  それ以外の事項が変更された場合や、昨年度から変更がない場合は提

出の必要はありません。  

・  規約の改正があった場合（役割分担の担当者氏名についての変更にと

どまる場合は含まず）は、改正後の規約を別に提出してください。  

（２）  届書の書き方  

・  １４頁の自主防災組織設立（変更）届の書き方につきましては、１３

頁に記載例があります。記載例に従って記入してください。  
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２  自主防災組織の運営費について補助金を申請する場合  

 自主防災組織が行う活動（訓練、会議、学習会など）につきましては運

営費として補助金が交付されます。申請をされる際は、１９頁の補助金等

交付申請書と２１頁の事業計画案をご提出ください。  

提出いただいた書類は市で確認を行い、１週間ほどで、補助金等交付決

定通知書、補助事業等実績報告書、活動事業実施報告書、補助金等交付請

求書、委任状を送付いたします。  

資料が届きましたら１２頁の「補助金事務の流れ」をご確認いただき、

補助事業等実績報告書、活動事業実施報告書、補助金等交付請求書、活動

状況がわかる写真、買った物品等の領収書の写し、委任状（振込口座名に

「自主防災」と明記がない組織は提出）のご提出をお願いします。  

補助事業等実績報告書は２２頁、活動事業実施報告書は２４頁、補助金

等交付請求書は２６頁、委任状は２８頁に記載例がございます。  

 

（１）補助の対象について  

・  １７頁の「別表（第３条関係）」をご参照ください。  

（２）補助金の上限額について  

・  町内会の世帯数によって決定いたします。５月下旬ごろ、通知を送付

しますので、届きましたらご確認ください。１５頁の「安城市自主防

災組織運営費補助金交付要綱」第４条をご参照ください。  

（３）補助金等交付申請書の書き方について  

※記載例は１８頁にあります。  

・  補助金等交付申請額をご記入ください。  

・  申請日・着手日は４月１日、完了日は３月３１日で固定しています。 

（４）事業計画案の書き方について  

※記載例は２０頁にあります。  

・  年度始めに年間事業計画を策定していただき、補助金額に見合う支出

の事業を見込みで計上のうえ記載してご提出ください。申請後に内容

に変更があっても問題ありません。  
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・  記載する事業は、年間の総事業費が申請する補助金額を超えるもので

あれば、一つでも複数でも結構です。  

（５）補助事業等実績報告書の書き方について  

※記載例は２２頁にあります。  

 ・事業が完了しましたら、速やかに実績報告書をご提出ください。提出

期限は、３月２０日になります。  

 ・施行期間については、着手は４月１日で固定してあります。完了日は、

領収書の日付か事業実施日のうち、一番遅い日付をご記入ください。 

（６）活動事業実施報告書の書き方について  

※記載例は２４頁にあります。  

・  「収入 内訳」の「合計」には、領収書の金額（税込）をご記入くだ

さい。領収書が複数ある場合は、すべての領収書の金額を合計したも

のをご記入ください。  

・  「収入  内訳」の「その他」には、「合計」の金額から「補助金」の

金額を引いた金額をご記入ください。  

・  「支出 内訳」には、行った事業名と金額をご記入ください。  

・  「支出  内訳」の「合計」は、「収入  内訳」の「合計」と金額を一

致させていただきますようお願いします。  

（７）補助金等交付請求書の書き方について  

※記載例は２６頁にあります。  

 ・「請求の根拠」の事業完了日については、実績報告書の「完了」と同

じ日付をご記入ください。  

 ・「口座名義人」が〇〇町内会となっている方は、委任状の提出が必要

になります。  

※〇〇自主防災組織となっている方は、委任状の提出は不要です。  

（８）委任状の書き方について（口座名義人が〇〇町内会となっている方

のみ提出）  

※記載例は２８頁にあります。  

 ・「受任者」については、必ず「○○町内会  会長  氏名」という形で

ご記入お願いします。  
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・「振込先口座」については、請求書と同じ内容をご記入ください。  

 

３  自主防災組織の資機材整備事業について補助金を申請する

場合  

自主防災組織が災害に備えて装備するために防災資機材を購入する場

合、内容に応じて費用の２分の１または３分の２（限度額あり）を補助金

として交付します。購入に先立ち、３６頁の補助金等交付申請書に加えま

して、購入する資機材の見積書の写し及びカタログ等の写しをご提出くだ

さい。  

ご提出いただいた書類は市で確認を行い、１週間ほどで補助金等交付決

定通知書、補助事業等実績報告書、補助金等交付請求書、委任状（振込口

座名に「自主防災」との明記がない組織）を送付いたします。  

資料が届きましたら１２頁の「補助金事務の流れ」をご確認いただき、

補助事業等実績報告書、補助金等交付請求書、買った資機材の領収書の写

し、委任状（振込口座名に「自主防災」と明記がない組織は提出）のご提

出をお願いします。  

補助事業等実績報告書は３７頁、補助金等交付請求書は３９頁、委任状

は４１頁に記載例がございます。  

（１）補助の対象について  

３３頁の「別表（第３条関係）」をご参照ください。  

（２）補助金の上限額について  

３０頁の補助金交付要綱第４条をご参照ください。  

（３）補助金等交付申請書の書き方について  

※記載例は３５頁にあります。  

・「補助金等交付申請額」は、「収入合計」の２分の１以内の金額になり

ます。（受水槽、緊急用ろ水装置、井戸設置に係る資機材、及び育児・

妊産婦・生理用資機材ついては、「収入合計」の３分の２以内）  

また、令和３年度から千円未満の端数が切り捨てとなりました。  

・「施行予定期間」の「着手」の記入については、申請日と同じ日付をご

記入ください。「完了」については、差し支えなければ３月３１日とし
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てください。  

・「歳入歳出予算額の内容及び経費の使用方法」の「収入合計」は、購入

する資機材の御見積書の金額（税込）をご記入ください。また、隣の

列の「支出合計」、「内訳  購入費」には同じ金額をご記入ください。  

・「歳入歳出予算額の内容及び経費の使用方法」の「内訳  補助金」には、

上の欄の「補助金等交付申請額」と同じ金額をご記入ください。「その

他」については、「収入合計」から「内訳 補助金」を引いたものをご

記入ください。  

（４）購入する資機材の見積書の写しについて  

・見積書のあて名は、自主防災組織あてのものでお願いします。町内会

あては不可となりますのでご注意ください。  

（５）補助事業等実績報告書の書き方について  

※記載例は３７頁にあります。  

 ・「施行期間」の「着手」の日付は、交付決定日で固定してあります。

また、「完了」につきましては、領収書の日付をご記入ください。領

収書が複数ある場合は領収書の日付が一番遅いものをご記入くださ

い。  

 ・「事業実績及び効果」については、購入した資機材の名をご記入くだ

さい。  

 ・「歳入歳出決算額の内容」の「収入合計」は、領収書の金額をご記入

ください。領収書が複数ある場合は、すべての領収書の金額を足した

ものをご記入ください。また「支出合計」「内訳  購入費」には、「収

入合計」と同じ金額をご記入ください。  

・「歳入歳出決算額の内容」の「その他」については、「収入合計」から

「内訳 補助金」を引いたものをご記入ください。  

（６）補助金等交付請求書の書き方について  

※記載例は３９頁にあります。  

・運営費補助金の請求書と書き方は同様です。  
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（７）委任状の書き方について（口座名義人が〇〇町内会となっている方

のみ提出）  

※記載例は４１頁にあります。  

・運営費補助金の委任状と書き方は同様です。  

 

４  地域防災マップの作成事業について補助金を申請する場合  

自主防災組織が地域の実情に合った防災マップを作成する場合、印刷費

等を支援するために補助金を交付します。地域防災マップの作成に先立ち

ましては、４４頁からの「安城市地域防災マップ作成要領」を十分に確認

のうえ、事業計画を策定してください。補助金の申請につきまして５０頁

の補助金等交付申請書とマップ作成にかかる経費の見積書の写しをご提

出ください。  

ご提出いただいた書類は市で確認を行い、１週間ほどで補助金等交付決

定通知書、補助事業等実績報告書、補助金等交付請求書、委任状（振込口

座名に「自主防災」との明記がない組織）を送付いたします。  

資料が届きましたら１２頁の「補助金事務の流れ」をご確認いただき、

補助事業等実績報告書、補助金等交付請求書、領収書の写し、作成したマ

ップ、委任状（振込口座名に「自主防災」と明記がない組織は提出）のご

提出をお願いします。  

 

（１）補助金の金額について  

・補助金額は、一自主防災組織につき５０，０００円以内です。  

ただし、マップに掲載する井戸の水質検査も行う場合は、別途必要経費

を全額補助します。  

（２）  補助金等交付申請書の書き方について  

※記載例は４９頁にあります。  

・「補助金等交付申請額」は、上限金額は原則５０ ,０００円ですが、水

質検査をした井戸水をマップに掲載する場合に限り、検査料を全額補

助することができます。  

また、令和３年度から千円未満の端数が切り捨てとなりました。  



- 9 - 
 

 ・「施行予定期間」の「着手」については、申請日と同じ日付をご記入

ください。「完了」については、差し支えなければ３月３１日として

ください。  

 ・「歳入歳出予算額の内容及び経費の使用方法」の「収入合計」は、御

見積書の金額（税込）の合計をご記入ください。また、隣の列の「支

出合計」には同じ金額をご記入ください。  

 ・「内訳 補助金」には、「補助金等交付申請額」と同じ金額をご記入く

ださい。「その他」には、「収入合計」から「内訳  補助金」を引いた

金額をご記入ください。  

 ・「内訳 印刷費」には、印刷費の見積書の金額をご記入ください。  

 ・「内訳  井戸水質検査費」には、井戸の水質検査にかかる金額をご記

入ください。「その他」には、「支出合計」から「印刷費」「井戸水質

検査費」を引いた金額をご記入ください。  

（３）補助事業等実績報告書の書き方について  

※記載例は５１頁にあります。  

 ・「施行期間」の「着手」の日付は、交付決定日で固定してあります。「完

了」につきましては、領収書の日付をご記入ください。領収書が複数

ある場合は領収書の日付が一番遅いものをご記入ください。  

 ・「歳入歳出予算額の内容及び経費の使用方法」の「収入合計」は、領

収書の金額（税込）の合計をご記入ください。また、隣の列の「支出

合計」には同じ金額をご記入ください。「その他」には、「収入合計」

から「補助金」引いた金額をご記入ください。  

 ・「内訳  印刷費」には、印刷費に要した領収書の金額をご記入くださ

い。  

 ・「内訳  井戸水質検査費」には、井戸水質検査費の領収書の金額をご

記入ください。  

 ・「その他」には、「支出合計」から「内訳  印刷費」「井戸水質検査費」

を引いた金額をご記入ください。  

（４）補助金等交付請求書の書き方について  

※記載例は５３頁にあります。  
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・運営費補助金の請求書と書き方は同様です。  

（５）委任状の書き方について（口座名義人が〇〇町内会となっている方

のみ提出）  

※記載例は５５頁にあります。  

・運営費補助金の委任状と書き方は同様です。  

 

５  すべての補助金申請に共通する注意事項  

・  補助金は前払いではありません。実績に基づき支払いますが、申請は

事前に行ってください。  

・  補助金の振込は、原則として自主防災組織名義の（口座名義に「自主

防災」との明記がされている）口座へ振り込みます。「自主防災」名

義の振込口座をお持ちでない場合は、補助金請求の際に委任状の作成

を依頼させていただきます。  

・   

６  自主防災訓練を実施する場合  

（１）自主防災訓練を計画から実施するまでの流れ  

・  自主防災訓練を実施する場合、例年、開催時期が重複することから、

日時・訓練内容などについて事前に調整する必要があります。訓練の

期日・内容等の相談・報告等につきましては、早めに危機管理課まで

お願いします。  

・  訓練予定日及び訓練内容が決まりましたら、５８頁の自主防災訓練  

等計画書を速やかに提出してください。  

・  訓練が終了しましたら、同じく５８頁の自主防災訓練等報告書に参

加人数等を記載して速やかに提出してください。（計画書と報告書の

書式は兼用です。）  

（２）計画書・報告書の書き方  

５８頁の自主防災訓練等（計画・報告）書の書き方につきましては、

５７頁に記載例があります。  

７  その他、自主防災組織運営に関する資料  

（１）自主防災組織の資機材の装備基準（４３頁）  
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  ３００世帯規模の自主防災組織を想定して、揃えるべき防災資機

材・装備の数の目安が記載してあります。  

（２）貸出用防災ＤＶＤ一覧表（６０頁から）  

危機管理課では、災害や防災について学習できるさまざまな内容の

DVD を貸し出しております。防災学習会等で活用してください。  

（３）  自主防災訓練の資機材貸出について（６３頁）  

貸出資機材・申込み方法を記載しています。  

（４）安城市災害支援等制度一覧表（６８頁から）  

被災したときに、安城市から受けられる支援制度等をご紹介します。 
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別記様式（第５条関係） 

 

自主防災組織設立（変更）届 

 

 

安 城 市 長 

 

 

 届出日 令和  年  月  日 

届 出 者 

住   所 

 

安城市 ○ ○ 町 ○ ― ○  

団 体 名 

代表者氏名 

○ ○ 自 主 防 災 会 

会  長   ○  ○  ○  ○    印 

設置・変更の区分 

 

 設 置      変 更 

自

主

防

災

組

織

（

変

更

）

の

内

容 

名    称 

 

○ ○ 自 主 防 災 会 

設立（変更） 

年  月  日 

  

令和  年  月  日  

事務所の場所  安城市 ○ ○ 町 ○ ― ○ 

代 表 者 

住 所 

 

 安城市 ○ ○ 町 ○ ― ○ 

氏 名      ○ ○ ○ ○  

活 動 区 分          ○ ○ 町内会区域 

会 員 数          ○ ○ 世帯 

※ 変更届の場合は、自主防災組織の内容欄で変更のあった部分のみ記入して

ください。 

 

昨年度と変更のない場合は、提出は不要です。 

正式名称を記入 

どちらかに○ 

会長印を原則としますが、私印も可 

組織の正式名称を記入 

規約の施行（変更）又は

内容変更の生じた日 

会長個人の住所・氏名を記入 

 

記載例 
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別記様式（第５条関係） 

 

自主防災組織設立（変更）届 

 

 

安 城 市 長 

 

 

 届出日 令和  年  月  日 

届 出 者 

住   所  

団 体 名 

代表者氏名 
                        印   

設置・変更の区分  設 置      変 更 

自 

主 

防 
災 
組 

織
（
変 

更
）
の 

内 

容 

名    称  

設立（変更） 

年  月  日 
 令和   年   月   日 

事務所の場所  

代 表 者 

住 所  

氏 名  

活 動 区 域              町内会区域 

会 員 数              世帯 

※ 変更届の場合は、自主防災組織の内容欄で変更のあった部分のみ記入して

ください。 
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安城市自主防災組織運営費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地震その他の災害に備え、市民による地域の自主防災組織の

育成を推進するため、自主防災組織に対して予算の範囲内で交付する安城市自主

防災組織運営費補助金（以下「補助金」という。）に関し、安城市補助金等の予

算執行に関する規則（昭和３９年安城市規則第１６号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「自主防災組織」とは、地域の自主防災活動を行うため、

一つ又は複数の町内会を単位として組織し、市に届け出たものをいう。 

２ この要綱において「連合自主防災組織」とは、自主防災組織のうち複数の町内

会を単位として組織されたものをいう。 

（補助の対象） 

第３条 自主防災組織が主体となって行う活動事業に対し補助金を交付するものと

し、その対象については、別表のとおりとする。 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、前条に規定する補助の対象となるものに要した経費とし、

次の各号に掲げる自主防災組織を構成する町内会の世帯数の区分に応じ、当該各

号に定める額を上限とする。 

（１）３００世帯未満 ２万円 

（２）３００世帯以上９００世帯未満  ３万円 

（３）９００世帯以上１，５００世帯未満  ４万円 

（４）１，５００世帯以上 ５万円 

２ 前項の規定にかかわらず、連合自主防災組織又は水防組織を所管する自主防災

組織に交付する補助金の額は、前項に規定する額の１．５倍の額を上限とする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、補助金の額に１,０００円未満の端数が生じたと

きは、これを切り捨てるものとする。 

（交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする自主防災組織は、規則第４条に規定する申

請書に、次の書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（１）自主防災組織設立（変更）届（別記様式）（設立時及び変更時のみ） 



 

- 16 - 

 

（２）自主防災組織規約（設立時及び変更時のみ） 

（３）その他必要な書類 

（委任） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成８年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年９月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
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別表（第３条関係） 

補助の対象となるもの 補助の対象とならないもの 

１ 消耗品費 

訓練等に使用する物品、テキス

ト代、鉛筆、マジック、付箋紙、

タックシール、用紙等 

２ 通信費 

電話、ファックス、切手等 

３ 使用料 

会場使用料等 

４ 訓練等の参加賞 

５ 講師謝礼 

６ 印刷製本費 

７ 交通費 

８ 賃借料 

訓練に使用する資機材運搬用車

両のレンタル料等 

９ 光熱費 

１０ 原材料費 

１ 負担金 

連絡協議会、消防団、老人クラ

ブ、婦人防火クラブ、子ども会、

連合町内会等への負担金等 

２ 飲食費 

３ 自主防災組織資機材整備事業補

助金の補助対象に該当するもの 

４ その他自主防災組織の運営に必

要と認められないもの 

 

 



　安城市長

住所（所在地）

安城市

氏名（団体名及び代表者氏名）

（※）

(※)　本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。

補 助 事 業 等 の 名 称

補助金等交付申請額 金 円

施 行 場 所 地内

着手

完了

計画の概要及び効果

歳入歳出予算額の内容

及び経費の使用方法

備考

　１　この様式中必要としない記載事項を省略し、又は必要に応じて記載事項を修正することが

　　できる。

　２　計画の概要及び効果並びに歳入歳出予算額の内容及び経費の使用方法については、

　　必要に応じて詳細を明らかにする書類を添付するものとする。

補　助　金　等　交　付　申　請　書

○○町△△－□

　○○自主防災会

　会長　　○ ○  　○ ○

自主防災組織運営事業

令和８年４月１日

施 行 予 定 期 間
令和８年４月　１日

令和９年３月３１日

防災訓練の実施等を通じて、住民の防災意識の普
及、高揚を図る。

は記入していただく箇所です。

別紙「事業計画案」のとおり

  ○ ○ ○ ○

○　○　町内会

申請日は運営費補助のみ4月1日に固定

運営費
記載例

★チェック事項★
①活動事業計画案があるか
②補助金等交付申請額はあっているか
③補助金の金額は千円未満切り捨てと
なっているか
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自署 or 自主防会長印 or 会長私印
不可 ： 町内会長印



　安城市長

住所（所在地）

安城市

氏名（団体名及び代表者氏名）

（※）

(※)　本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。

補 助 事 業 等 の 名 称

補助金等交付申請額 金 円

施 行 場 所 地内

着手

完了

計画の概要及び効果

歳入歳出予算額の内容

及び経費の使用方法

備考

　１　この様式中必要としない記載事項を省略し、又は必要に応じて記載事項を修正することが

　　できる。

　２　計画の概要及び効果並びに歳入歳出予算額の内容及び経費の使用方法については、

　　必要に応じて詳細を明らかにする書類を添付するものとする。

補　助　金　等　交　付　申　請　書

令和８年４月１日　

自主防災組織運営事業

別紙「事業計画案」のとおり

施 行 予 定 期 間
令和８年４月 １日

令和９年３月３１日

防災訓練の実施等を通じて、住民の防災意識の普
及、高揚を図る。
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令和 8 年度自主防災組織活動事業計画案

は記入していただく箇所です。 組織名

代表者名 会長

収入 内訳 支出 内訳 総会 4,000

補助金 円 防災学習会 24,000

　 その他 円 防災訓練 34,000

合計 円 合計 円

○○自主防災会

○　○　○　○

40,000

22,000

62,00062,000

開催予定日 事業名 内容 予算額

４月 自主防災組織総会 参加賞 4,000円

９月 防災学習会 参加賞 4,000円

会場使用料 20,000円

１１月 自主防災訓練 炊き出し訓練用食材 30,000円

鉛筆・付箋紙 4,000円

運営費

記載例

収入と支出の金額は一致させてください

計画案ですので、金額等はおお
よその見積もりでかまいません。
また、申請後に変更があっても
補助金額に変更がなければ、問
題ありません。
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予算額の合計と支出合計額・収入
合計額の金額が一致していること
を確認してください。



令和 8 年度自主防災組織活動事業計画案

組織名

代表者名

収入 内訳 支出 内訳

補助金 円

　 その他 円

合計 円 合計 円

開催予定日 事業名 予算額内容
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　安城市長

住所（所在地）
は記入していただく箇所です。

安城市

氏名（団体名及び代表者氏名）

　○○自主防災会

　会長　　○ ○  　○ ○
（※）

補助金等交付

決定年月日

補 助 事 業 等 の 名 称

施 行 場 所 地内

着手

完了

事 業 実 績 及 び 効 果

歳入歳出決算額の内
容

備考

　１　この様式中必要としない記載事項を省略し、又は必要に応じて記載事項を修正することが

　　できる。

　２　事業実績及び効果並びに歳入歳出決算額の内容については、必要に応じて詳細を明らか

　　にする書類を添付するものとする。

○○町△△－□

令和　　年　　月　　日

補　助　事　業　等　実　績　報　告　書

令 和 年 月 日

令和〇年〇月〇日

指令８危機第３－〇〇号

(※)　本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。

住民の防災意識の普及、高揚を図ることができた。

別紙「活動事業実施報告書」のとおり

自主防災組織運営事業

　○○町内会

施 行 期 間
令和 ８年 ４ 月 １ 日

事業が完了したら、速やかに実績報告書を提
出してください。
※実績報告書の提出最終期限は３月２０日

着手日は「令和８年４月１日」で固定です。
完了日は、領収書と活動日のうち、日付が一番
遅いものを記入する。

★チェック事項★
①領収書の写し・活動状況が分

かる写真があるか
②委任状があるか（振込口座名
が「町内会」の場合）
③提出日が完了日以降かつ３月
２０日以前になっているか

運営費
記載例

（※）

自署 or 自主防会長印 or 会長私印
不可 ： 町内会長印
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　安城市長

住所（所在地）

安城市

氏名（団体名及び代表者氏名）

（※）

(※)　本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。

補助金等交付

決定年月日

補 助 事 業 等 の 名 称

施 行 場 所 地内

着手

完了

事 業 実 績 及 び 効 果

歳入歳出決算額の内容

備考

　１　この様式中必要としない記載事項を省略し、又は必要に応じて記載事項を修正することが

　　できる。

　２　事業実績及び効果並びに歳入歳出決算額の内容については、必要に応じて詳細を明らか

　　にする書類を添付するものとする。

指令　　　危機第　　　　号

住民の防災意識の普及、高揚を図ることができた。

別紙「活動事業実施報告書」のとおり

自主防災組織運営事業

施 行 期 間
令和 　年 　 月 　  日

令和　　年　　月　　日

補　助　事　業　等　実　績　報　告　書

令 和 年 月 日

令和　　　年　　　月　　　日
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令和 8 年度自主防災組織活動事業実施報告書

は記入していただく箇所です。 組織名

代表者名 会長

収入 内訳 支出 内訳 総会 4,000

補助金 円 防災学習会 24,000

　 その他 円 防災訓練 34,000

合計 円 合計 円

１１月○日 自主防災訓練 炊き出し訓練用食材 30,000円

訓練用備品 4,000円

会場使用料 20,000円

９月○○日 防災学習会 参加賞 4,000円

開催日 事業名 内容 決算額

４月○日 自主防災組織総会 参加賞 4,000円

○○自主防災会

○　○　○　○

40,000

22,000

62,000 62,000

運営費記載

★チェック事項★
活動事業実施報告書の
「収入」「支出」の金額は、領
収書の金額とあっているか
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令和 8 年度自主防災組織活動事業実施報告書

組織名

代表者名

収入 内訳 支出 内訳

補助金 円

　 その他 円

合計 円 合計 円

開催日 事業名 内容 決算額
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　安城市長 は記入していただく箇所です。

住所（所在地）

安城市 ○○町△△－□

氏名（団体名及び代表者氏名）

　会長　　○ ○  　○ ○

金 円

［ 第　　　　　　号 ］

円

円

　振込先には次の口座を指定します。

銀　　　　　　行

金融機関名 信　用　金　庫

農業協同組合

預金種別 口座番号

（フリガナ）

口座名義人

２　当座

交付決定額のうち
受領済額

補　助　金　等　交　付　請　求　書

令 和 年 月 日

請求金額 40,000

補助事業等の名称 自主防災組織運営事業

　○○自主防災会

交付決定年月日 指令８危機第３－〇〇号

［変更前交付決定日］

交付決定額 40,000

令和８年４月１日

　　　　0

請求の根拠
安城市補助金等の予算執行に関する規則　　様式第
５（第９条関係）　事業完了日：令和〇年〇月〇日

受
取
人

店

所

１　普通

○○〇〇

〇

○○

〇〇チョウナイカイ　〇〇〇〇

○○町内会 　　〇〇〇〇

〇 〇 〇 〇 〇
３　貯蓄

〇

事業完了日は、実績報告書の完了日と同じ日
付を記入すること。

この場合は、口座名義人が「町内会」
のため、委任状が必要となります。
（「自主防災」となっていれば、委任状
は不要です）

運営費
記載例
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　安城市長

住所（所在地）

安城市

氏名（団体名及び代表者氏名）

金 円

［ 第　　　　　　号 ］

円

円

　振込先には次の口座を指定します。

銀　　　　　　行

金融機関名 信　用　金　庫

農業協同組合

預金種別 口座番号

（フリガナ）

口座名義人

２　当座

３　貯蓄

交付決定額のうち
受領済額 　　　　0

請求の根拠
安城市補助金等の予算執行に関する規則　　様式
第５（第９条関係）　事業完了日：　　　　年　　月　　日

受
取
人

店

所

１　普通

交付決定年月日 指令　　　危機第　　　　　号

［変更前交付決定日］

交付決定額

令和　　年　　月　　日

補　助　金　等　交　付　請　求　書

令 和 年 月 日

請求金額

補助事業等の名称 自主防災組織運営事業
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年 月 日

は記入していただく箇所です。

○○自主防災会

会長　〇　〇　〇　〇 ㊞

　　私は、 に係る

に関する権限を

記

1

2

１．普通 ２．当座 ３．貯蓄

3 円

内容内訳 自主防災組織運営事業費補助金

〇 〇 〇口座番号 〇 〇

金額及び内容内訳 金 額 40,000

預金種目

フ リ ガ ナ 〇〇チョウナイカイ　〇〇　〇〇

〇 〇

受取人
口座名義

〇〇町内会　〇〇　〇〇

氏 名 〇〇町内会　会長　〇〇　〇〇

金融機関名 〇〇〇〇農業協同組合

本・支店名 〇〇支店

氏 名

自主防災組織運営費補助金

代金受領

　　なお、振込先口座及び金額の内容は下記のとおりです。

受 任 者 住 所 安城市〇〇町△△ー□

委 任 状

令和

振 込 先 口 座

　下記の者に委任します。

安 城 市 長

住 所 安城市〇〇町△△ー□

請求書と同じ内容か確認する

★注意★
必ずここは

「〇〇町内会 会長 〇〇 〇〇」
という形で記入する。

運営費
記載例
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年 月 日

㊞

　　私は、 に係る

に関する権限を

記

1

2

１．普通 ２．当座 ３．貯蓄

3

内容内訳 自主防災組織運営事業費補助金

金額及び内容内訳 金 額 円

フ リ ガ ナ

受取人
口座名義

口座番号

住 所

預金種目

本・支店名

振 込 先 口 座 金融機関名

安 城 市 長

代金受領

　下記の者に委任します。

　　なお、振込先口座及び金額の内容は下記のとおりです。

氏 名

氏 名

委 任 状

令和

住 所

自主防災組織運営費補助金

受 任 者
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安城市自主防災組織資機材整備事業補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、地震その他の災害に備え、地域における自主防災組織の活動

を支援するため、防災資機材を購入する自主防災組織に対して、予算の範囲内で

交付する安城市自主防災組織資機材整備事業補助金（以下「補助金」という。）に

関し、安城市補助金等の予算執行に関する規則（昭和３９年安城市規則第１６号。

以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「自主防災組織」とは、地域の自主防災活動を行うため、

一又は複数の町内会を単位として組織し、市に届け出たものをいう。 

２ この要綱において「連合自主防災組織」とは、複数の町内会を単位として組織

された自主防災組織をいう。 

 （補助の対象等） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業は、自主防災組織が行う防災資機材の整備

とする。 

２ 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助率は、

別表のとおりとする。 

（補助限度額） 

第４条 補助金の限度額（以下「補助限度額」という。）は、次の各号に掲げる自主

防災組織を構成する町内会の世帯数の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

（１）３００世帯未満          ２０万円 

（２）３００世帯以上９００世帯未満   ３０万円 

（３）９００世帯以上１，５００世帯未満 ４０万円 

（４）１，５００世帯以上        ５０万円 

２ 前項の規定にかかわらず、連合自主防災組織又は水防組織を所管する自主防災

組織にあっては、前項に規定する補助限度額の１．５倍の額を補助限度額とする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、受水槽、緊急用ろ水装置又は井戸設置に係る資機

材を購入する自主防災組織（前２項の規定による補助限度額が５０万円未満の自

主防災組織に限る。）にあっては、補助限度額を５０万円とすることができる。こ

の場合において、当該自主防災組織は、当該年度におけるこの要綱に基づく他の

防災資機材の整備に係る補助を受けることができない。 
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４ 前３項の規定にかかわらず、安城市自主防災組織育成助成事業補助金の交付決

定を受けた事業を行う自主防災組織は、同じ年度内において、補助金の交付を受

けることができない。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費に補助率を乗じて得た額又は補助限度額（同

一年度内において補助金の交付決定を既に受けている場合は、当該補助金の合計

金額を補助限度額から差し引いた額を補助限度額とする。）のいずれか低い額とす

る。ただし、補助金の額に１,０００円未満の端数が生じたときは、これに切り捨

てるものとする。 

 （補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする自主防災組織（以下「申請団体」という。 

）は、規則第４条に規定する申請書に、次に掲げる書類を添えて市長に提出しな

ければならない。 

（１）防災資機材の説明書 

（２）防災資機材の見積書 

（３）その他市長が必要と認める書類 

（実績報告書の提出） 

第７条 補助金の交付の決定を受けた申請団体は、補助事業が完了したときは、完

了の日から起算して３０日を経過した日又は当該年度の３月２０日のいずれか早

い期日までに、規則第８条に規定する実績報告書に、次に掲げる書類を添えて市

長に提出しなければならない。 

（１）領収書の写し 

（２）その他市長が必要と認める書類 

   附 則 

１ この要綱は、平成１５年１０月９日から施行し、同年４月１日から適用する。 

２ 平成１５年４月１日からこの要綱が施行されるまでの間に購入した防災資機材

に係る補助金の交付申請については、第５条第２号中「見積書」とあるのは、「見

積書又は領収書の写し」とする。 

   附 則 

 この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１９年８月１日から施行する。 
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  附 則 

この要綱は、平成２０年１２月１日から施行する。 

  附 則 

１ この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

２ 平成２１年４月１日から平成２６年３月３１日までの間において、補助事業に

必要なエレベーター用救命セットを購入する場合は、第４条に規定する補助限度

額に、その経費に係る補助額を加えた額を補助限度額とする。ただし、同条に規

定する補助限度額の１．５倍の額を超えない範囲とする。 

３ 前項の場合において、エレベーター用救命セット以外の資機材の購入に対する

補助限度額は、第４条に定める額とする。 

附 則 

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年１０月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 
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別表（第３条関係） 

補助対象経費 補助率 

自 主 防 災
活 動 上 必
要 な 防 災
資 機 材 で
次 の 区 分
に 該 当 す
る も の の
購 入 に 要
する経費 

倉庫 
防災用資機材倉庫（「防災倉庫」文字入れ
費用を含み、造成工事費を除く。）又はポ
ンプ格納庫 

２分の１ 

初期消火 
街頭用消火器、街頭消火器詰め替え、消火
器格納庫、バケツ、ホース、小型動力ポン
プ等 

情報連絡 ハンドマイク、トランシーバー、ラジオ等 

避 難 、 救
出、救護 

バール、丸太、折りたたみはしご、のこぎ
り、掛矢、おの、なた、スコップ、つるは
し、番線カッター、ハンマー、一輪車、リ
ヤカー、車椅子、救助用ボート、ヘルメッ
ト、救急セット、担架、毛布、チェーンブ
ロック、チェーンソー、エンジンカッター、
強力ライト、ロープ、番線、ビニルシート、
テント、携帯用発電機、投光器、コードリ
ール、土のう袋、トラ柵、三角コーン、エ
レベーター用救命セット（補助実績のない
エレベーターに設置するものに限る。）、救
助用工具セット、防災用トイレ等 

給食・給水 

かまど、鍋、釜、非常食（備蓄用）、ハソ
リ又は燃料（備蓄用） 

受水槽、緊急用ろ水装置又は井戸設置に係
る資機材（工事費を除く。） 

３分の２ 

家 具 等 の
転倒防止 

金具取付けに必要な資機材（電動ドライバ
ー等）。ただし、取付金具を除く。 

２分の１ 
感染症対
策 

マスク、フェイスシールド、医療用ガウン、
使い捨て手袋、消毒液、体温計等 

育児・妊産
婦・生理 

子ども用紙おむつ、子ども用簡易トイレ、
子ども用おしりふき、ミルク、使い捨て哺
乳瓶、ベビーフード、離乳食用使い捨てス
プーン、ベビーコット、母乳パッド、生理
用ナプキン 

３分の２ 

その他 
標識又は被服で防災活動に必要なもの（被

服は防水・耐火等防災仕様に限る。） ２分の１ 

その他市長が必要と認めるもの 

備考 防災用資機材倉庫には、「防災倉庫」と表記すること。 
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（参考）補助金申請の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

受水槽、緊急ろ水装置、井戸設置に係る資機材の購入をしますか 

YES 

規定の補助限度額(20万円～50万円)をオーバーしますか 

NO 

YES NO 

補助限度額 

50万円 

同じ年度内にその他の資機材

購入に対する補助金は受けら

れません 

規定の補助限度額 

20万円～50万円 

同じ年度内に限度額の範囲内で

その他の資機材購入に対する補

助金が受けられます 



　安城市長 は記入していただく箇所です。

住所（所在地）

安城市

氏名（団体名及び代表者氏名）

（※）

(※)　本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。

補 助 事 業 等 の 名 称

補助金等交付申請額 金 円

施 行 場 所 地内

着手

完了

購入資機材名：（例）防災用トイレ

保管場所又は設置場所：

収入合計 62,555 円 支出合計 62,555 円

内訳 補助金 31,000 円 内訳 購入費 62,555 円

その他 31,555 円

備考

　１　この様式中必要としない記載事項を省略し、又は必要に応じて記載事項を修正することが

　　できる。

　２　計画の概要及び効果並びに歳入歳出予算額の内容及び経費の使用方法については、

　　必要に応じて詳細を明らかにする書類を添付するものとする。

歳入歳出予算額の内容
及び経費の使用方法

○○町内会の防災資材庫

資機材整備に
よる効果：

（例）防災備蓄品を補充するため

31,000

　○○町内会

施 行 予 定 期 間
令和 〇 年 〇 月 〇 日

令和　９　年　３　月　３１　日

計画の概要及び効果

補　助　金　等　交　付　申　請　書

○○町△△－□

　○○自主防災会

　会長　　○ ○  　○ ○

自主防災組織資機材整備事業

令和　　　年　　　月　　　日　

購入前の申請が原則です

着手日＝申請日とす
る

資機材
記載例

★チェック事項★
①見積書・カタログ等の写しが
あるか
②見積書の宛名は自主防災会
宛となっているか
③補助金額に計算ミスはない
か（補助金は収入合計の２分の
１）
※受水槽・育児・妊産婦・生理
資機材等は３分の２
④補助金の金額は千円未満切
り捨てとなっているか

補助金の金額に１０００円
未満の端数が生じた場合
は、切り捨てとなります。

自署 or 自主防会長印 or 会長私印
不可 ： 町内会長印



　安城市長

住所（所在地）

安城市

氏名（団体名及び代表者氏名）

（※）

補 助 事 業 等 の 名 称

補助金等交付申請額 金 円

施 行 場 所 地内

着手

完了

購入資機材名：

保管場所又は設置場所：

収入合計 円 支出合計 円

内訳 補助金 円 内訳 購入費 円

その他 円

備考

　１　この様式中必要としない記載事項を省略し、又は必要に応じて記載事項を修正することが

　　できる。

　２　計画の概要及び効果並びに歳入歳出予算額の内容及び経費の使用方法については、

　　必要に応じて詳細を明らかにする書類を添付するものとする。

歳入歳出予算額の内容
及び経費の使用方法

施 行 予 定 期 間

(※)　本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。

令和   　　年   　　月   　　日

令和　９　年　３　月　３１　日

計画の概要及び効果

資機材整備に
よる効果：

補　助　金　等　交　付　申　請　書

令和　　　年　　　月　　　日　

自主防災組織資機材整備事業
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　安城市長

住所（所在地） は記入していただく箇所です。

安城市 ○○町△△－□

氏名（団体名及び代表者氏名）

（※）

(※)　本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。

補 助 金 等 交 付

決 定 年 月 日

補 助 事 業 等 の 名 称

施 行 場 所 地内

着手

完了

購入資機材名：（例）防災用トイレ

収入合計 62,555 円 支出合計 62,555 円

内訳 補助金 31,000 円 内訳 購入費 62,555 円

その他 31,555 円

備考

　１　この様式中必要としない記載事項を省略し、又は必要に応じて記載事項を修正することが

　　できる。

　２　事業実績及び効果並びに歳入歳出決算額の内容については、必要に応じて詳細を明らか

　　にする書類を添付するものとする。

令和　　年　　　月　　　日

　令和○年〇月〇日

　指令８危機第２－〇〇号

自主防災組織資機材整備事業

補　助　事　業　等　実　績　報　告　書

　○○町内会

　○○自主防災会

　会長　　○ ○  　○ ○

歳入歳出決算額の内容

施 行 期 間
令和 〇 年 〇 月 〇 日

令和 〇 年 〇 月 〇 日

事 業 実 績 及 び 効 果

災害時に備えての資機材がより一層充実された。

補助金等交付決定通知書と相違が
ないことを確認してください。
※補助金額に変更がある場合は、
「変更申請書」を提出していただく必
要があります。

★チェック事項★
①領収書の写しがあるか
②委任状があるか（振込
口座名が〇〇町内会の場
合）
③補助金額はあっている
か（収入合計の２分の１）
※受水槽・育児・妊産婦・
生理資機材等は３分の２
④補助金の金額は千円未
満の端数切り捨てとなって
いるか
⑤着手日・完了日の日付
はあっているか

購入した物品をご記入ください。

着手日は交付決定の日付で固定です。
完了日は、領収書の日付を記入。
※領収書が複数ある場合は、領収書の日付
が一番遅いものを記入。

事業が完了したら、提出日を完了日以降かつ購

入後３０日以内の日付とし、提出してください。

※実績報告書の提出最終期限は３月２０日

資機材

記載例
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（※）

自署 or 自主防会長印 or 会長私印
不可 ： 町内会長印



　安城市長

住所（所在地） は記入していただく箇所です。

安城市 ○○町△△－□

氏名（団体名及び代表者氏名）

（※）

(※)　本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。

補 助 金 等 交 付

決 定 年 月 日

補 助 事 業 等 の 名 称

施 行 場 所 地内

着手

完了

購入資機材名：（例）防災用トイレ

収入合計 62,555 円 支出合計 62,555 円

内訳 補助金 31,000 円 内訳 購入費 62,555 円

その他 31,555 円

備考

　１　この様式中必要としない記載事項を省略し、又は必要に応じて記載事項を修正することが

　　できる。

　２　事業実績及び効果並びに歳入歳出決算額の内容については、必要に応じて詳細を明らか

　　にする書類を添付するものとする。

令和　　年　　　月　　　日

　令和○年〇月〇日

　指令８危機第２－〇〇号

自主防災組織資機材整備事業

補　助　事　業　等　実　績　報　告　書

　○○町内会

　○○自主防災会

　会長　　○ ○  　○ ○

歳入歳出決算額の内容

施 行 期 間
令和 〇 年 〇 月 〇 日

令和 〇 年 〇 月 〇 日

事 業 実 績 及 び 効 果

災害時に備えての資機材がより一層充実された。

補助金等交付決定通知書と相違が
ないことを確認してください。
※補助金額に変更がある場合は、
「変更申請書」を提出していただく必
要があります。

★チェック事項★
①領収書の写しがあるか
②委任状があるか（振込
口座名が〇〇町内会の場
合）
③補助金額はあっている
か（収入合計の２分の１）
※受水槽・育児・妊産婦・
生理資機材等は３分の２
④補助金の金額は千円未
満の端数切り捨てとなって
いるか
⑤着手日・完了日の日付
はあっているか

購入した物品をご記入ください。

着手日は交付決定の日付で固定です。
完了日は、領収書の日付を記入。
※領収書が複数ある場合は、領収書の日付
が一番遅いものを記入。

事業が完了したら、提出日を完了日以降かつ購

入後３０日以内の日付とし、提出してください。

※実績報告書の提出最終期限は３月２０日

資機材

記載例
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（※）

自署 or 自主防会長印 or 会長私印
不可 ： 町内会長印



　安城市長

住所（所在地）

安城市

氏名（団体名及び代表者氏名）

（※）

(※)　本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。

補 助 金 等 交 付

決 定 年 月 日

補助事業等の名称

施 行 場 所 地内

着手

完了

購入資機材名：

収入合計 円 支出合計 円

内訳 補助金 円 内訳 購入費 円

その他 円

備考

　１　この様式中必要としない記載事項を省略し、又は必要に応じて記載事項を修正することが

　　できる。

　２　事業実績及び効果並びに歳入歳出決算額の内容については、必要に応じて詳細を明らか

　　にする書類を添付するものとする。

令和　　年　　　月　　　日

　令和　　年　　月　　日

　指令　　危機第　　　　号

自主防災組織資機材整備事業

補　助　事　業　等　実　績　報　告　書

歳入歳出決算額の内容

施 行 期 間
令和　　　年　　　月　　　日

令和　　　年　　　月　　　日

事業実績及び効果

災害時に備えての資機材がより一層充実された。
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　安城市長 は記入していただく箇所です。

住所（所在地）

安城市 ○○町△△－□

氏名（団体名及び代表者氏名）

　会長　　○ ○  　○ ○

金 円

［ 第　　　　　　号 ］

円

円

　振込先には次の口座を指定します。

銀　　　　　　行

金融機関名 信　用　金　庫

農業協同組合

預金種別 口座番号

（フリガナ）

口座名義人

〇〇

〇〇チョウナイカイ　〇〇〇〇

　　〇〇〇〇○○町内会

補　助　金　等　交　付　請　求　書

令 和 年 月 日

請求金額 31,000

補助事業等の名称 自主防災組織資機材整備事業

　○○自主防災会

交付決定年月日 令和〇年〇月〇日 指令８危機第２ー〇〇号

［変更前交付決定日］

〇 〇 〇

交付決定額 31,000

交付決定額のうち
受領済額 　　　　0

請求の根拠
安城市補助金等の予算執行に関する規則　　様式第

５（第９条関係）　事業完了日：令和〇年〇月〇日

○○〇〇

〇２　当座

３　貯蓄

受
取
人

店

所

１　普通

〇 〇 〇

実績報告書の完了日と同じ日付を記入

この場合は、口座名義人が「町内
会」のため、委任状が必要となります。
（「自主防災」となっていれば、委任
状は不要です）

資機材

記載例
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　安城市長

住所（所在地）

安城市

氏名（団体名及び代表者氏名）

金 円

［ 第　　　　　　号 ］

円

円

　振込先には次の口座を指定します。

銀　　　　　　行

金融機関名 信　用　金　庫

農業協同組合

預金種別 口座番号

（フリガナ）

口座名義人

補　助　金　等　交　付　請　求　書

令 和 年 月 日

請求金額

補助事業等の名称 自主防災組織資機材整備事業

交付決定年月日 令和　　年　　月　　日 指令　　　危機第　　　　　号

［変更前交付決定日］

交付決定額

交付決定額のうち
受領済額 　　　　

請求の根拠
安城市補助金等の予算執行に関する規則　　様式第５
（第９条関係）　事業完了日：令和　　年　　月　　日

受
取
人

店

所

１　普通

２　当座

３　貯蓄
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年 月 日

は記入していただく箇所です。

○○自主防災会

㊞

　　私は、 に係る

に関する権限を

記

1

2

１．普通 ２．当座 ３．貯蓄

3

会長　〇　〇　〇　〇

安 城 市 長

代金受領

　下記の者に委任します。

　　なお、振込先口座及び金額の内容は下記のとおりです。

自主防災組織資機材整備事業費補助金

委 任 状

令和

住 所

氏 名 〇〇町内会　会長　〇〇　〇〇

安城市〇〇町△△ー□

氏 名

受 任 者 住 所 安城市〇〇町△△ー□

預金種目

本・支店名 〇〇支店

振 込 先 口 座 金融機関名 〇〇〇〇農業協同組合

〇 〇

受取人
口座名義

〇〇町内会　〇〇　〇〇

口座番号 〇 〇 〇

内容内訳 自主防災組織資機材整備事業費補助金

〇 〇

金額及び内容内訳 金 額 31,000 円

フ リ ガ ナ 〇〇チョウナイカイ　〇〇　〇〇

請求書と同じ内容か確認する

★注意★
必ずここは

「〇〇町内会 会長 〇〇 〇〇」
という形で記入する。

資機材
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年 月 日

㊞

　　私は、 に係る

に関する権限を

記

1

2

１．普通 ２．当座 ３．貯蓄

3 金額及び内容内訳 金 額 円

フ リ ガ ナ

受取人
口座名義

本・支店名

内容内訳 自主防災組織資機材整備事業費補助金

住 所

口座番号

振 込 先 口 座 金融機関名

預金種目

安 城 市 長

代金受領

　下記の者に委任します。

　　なお、振込先口座及び金額の内容は下記のとおりです。

氏 名

氏 名

委 任 状

令和

住 所

自主防災組織資機材整備事業費補助金

受 任 者
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自主防災組織の資機材の装備基準 

 

 自主防災組織に必要な防災資機材は概ね下表になります。あくまで、目安ですの

で組織の規模や地域の実情に応じて検討のうえ整備してください。 

 

 

参考：「自主防災組織の手引（総務省消防庁）」より抜粋 
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安城市地域防災マップ作成要領 

 

 災害を知り、地域を知ることも、災害への備えの一つとなります。そのた

め、災害が起きた際に自分の地域にどのような危険がひそんでいるかを日ご

ろから把握しておき、災害時には速やかに避難することが重要です。また、

防災活動のための施設・資機材は、どこにどんなものがあるのかなど、一目

でわかる情報が必要です。 

 そのための地域防災マップ（以下、「マップ」という。）を自主防災組織

が自主的に作成するにあたり、以下の要領を参考としてください。 

 

１ マップの基図について 

マップの基図に市販の住宅地図等を使用することは、著作権法上問題と

なることがありますので、ご注意ください。安城市都市計画基本図を使用

される場合は、市役所で用意できます。 

 

２ マップ掲載項目について 

マップに表すものとして、概ね次のものが考えられます。 

(1) 避難所（小中高校、地区公民館、保育園、福祉センター） 

(2) 避難場所（最寄りの公園、広場、駐車場などのオープンスペース）  

(3) 避難経路 

(4) 行政機関（市役所、消防署、警察署等） 

(5) 医療機関（保健所、病院、医院等） 

(6) 町内会事務所・町内の公民館、自主防災会の役員宅等  

(7) 消防水利・消火用具（貯水槽、消火栓、消火器等） 

(8) 井戸水等の場所（災害時使用について所有者の承諾が必要です）  

(9) 危険箇所（急傾斜地、転落防止柵のない水路等） 

(10) 浸水箇所（低地、詰まりやすい水路、水位等の監視箇所等）  

(11) 防災資材庫等 

(12) その他  

※ 住民の方のプライバシーには充分配慮してください。  

※ 内容については、上記のほか、地域の実情に合った項目を選択して作

成してください。 
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３ 補助金の活用について 

（１）補助の対象について 

   マップ作成に関する経費の補助の対象は次のとおりです。 

① マップ基図の購入費 

② 印刷費 

③ マップに掲載する井戸の水質検査に伴う手数料 

   ※ただし、過去５年間に検査した井戸は対象外となります。  

④ その他市長が必要と認めるもの 

（２）井戸水の水質検査及び所有者の同意について  

① 検査手続きは、愛知県衣浦東部保健所安城保健分室に直接していた

だくことになります。（予約制） 

 

 

 

 

② 検査した井戸を災害時に地域で活用するためには、別紙「災害時井

戸水提供同意書」を参照のうえ、所有者の同意を事前に得てください。

補助金交付申請の際にその写しが必要となります。  

 

（３）補助金の交付について 

補助の対象経費のうち、５０，０００円を限度として補助金を交付し

ます。ただし、マップ作成に必要な井戸水検査に伴う経費は、上記限度

額に含まれないものとし、全額補助とします。 

 

４ マップの活用について 

作成したマップは、自主防災組織が管理保管して諸活動の資料としてく

ださい。 

連絡先：０５６６－７５－７４４１（代） 
検査料：１件 ９，６００円程度（１１項目検査） 
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（別紙） 

災害時井戸水提供等同意書 

 

令和  年  月  日  

 

 自主防災組織会長 

 

                 住 所 安城市           

                 氏 名               

                 電 話    ―          

 

 私の所有する下記の井戸について、災害時に地区に井戸水を提供すること、

及び井戸の所在地、所有者氏名を地区に公表することに同意します。 

記 

井戸の所在地       町 

井戸の深さ １ 10ｍ未満  ２ 30ｍ未満  ３ 30ｍ以上 

揚水設備 
１ 電動ポンプ  ２ 手動ポンプ  ３ 両方可能 

４ その他（              ） 

発電設備 １ 有  ２ 無 

使用状況 
１ 明治  ２ 大正  ３ 昭和 

４ 平成  ５ 令和         年から使用開始 

使用頻度 １ 毎日  ２ 時々  ３ 使用していない 

井戸水の用途 
１ 飲料水  ２ 生活用水  ３ 散水 

４ その他（                  ） 

蛇口の位置 １ 屋内  ２ 屋外  ３ 両方 

※該当する項目に○を付けてください。（わかる範囲で結構です。）  
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安城市地域防災マップ作成事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地震その他の災害に備え、地域住民の安全な避難の一助とす

るため、地域防災マップを作成する自主防災組織に対して予算の範囲内で交付す

る安城市地域防災マップ作成事業補助金（以下「補助金」という。）の交付に関

し、安城市補助金等の予算執行に関する規則（昭和３９年安城市規則第１６号。

以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （補助の対象） 

第２条 自主防災組織が主体となって行う地域防災マップ作成事業（以下「補助事

業」という。）に対し、補助金を交付する｡ 

 （補助金の額） 

第３条 補助金の額は、補助事業に要した経費の合計額とし、補助限度額は、一自

主防災組織につき５万円とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、連合自主防災組織及び水防組織を所管する自主防災

組織に係る補助限度額は、前項に規定する額の１．５倍の額とする｡ 

３ 前２項の場合において、補助事業に必要な井戸水検査に伴う経費については、

補助限度額に含めないものとし、その全額を補助する。 

４ 補助金の額の合計額に１,０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨

てるものとする。 

 （補助金の交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする自主防災組織は、規則第４条に規定する補

助金等交付申請書に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（１）見積書の写し 

（２）補助事業に必要な井戸水検査をする場合は、試験検査依頼書の写し、井戸水

所有者の同意書及び検査箇所一覧表 

（３）その他市長が必要と認める書類 

 （実績報告の提出） 

第５条 補助金の交付の決定を受けた申請団体は、補助事業が完了したときは、完

了の日から起算して３０日を経過した日又は当該年度の３月２０日のいずれか早

い期日までに、規則第８条第１項に規定する補助事業等実績報告書に次に掲げる

書類を添えて市長に提出しなければならない。 
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（１）領収書の写し 

（２）補助事業に必要な井戸水検査をした場合は、その試験検査成績書の写し 

（３）その他市長が必要と認める書類 

 （委任） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める｡ 

   附 則 

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和３年度４月１日から施行する。 

 



　安城市長 は記入していただく箇所です。

住所（所在地）

安城市

氏名（団体名及び代表者氏名）

（※）

補 助 事 業 等 の 名 称 自主防災組織地域防災マップ作成事業

補助金等交付申請額 金 円

施 行 場 所 地内

着手

完了

計画の概要及び効果

収入合計 107,500 円 支出合計 107,500 円

内訳 補助金 97,000 円 内訳 印刷費 60,000 円

その他 10,500 円
井戸水質
検査費 47,500 円

その他 円

備考
　１　この様式中必要としない記載事項を省略し、又は必要に応じて記載事項を修正することが

　　できる。

　２　計画の概要及び効果並びに歳入歳出予算額の内容及び経費の使用方法については、

　　必要に応じて詳細を明らかにする書類を添付するものとする。

補　助　金　等　交　付　申　請　書

令和　　年　　月　　日　

　会長　　○ ○  　○ ○

97,000

(※)　本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。

　○○自主防災会

○○町△△－□

　○　○　町内会

施 行 予 定 期 間
令和 〇 年 〇 月 〇 日

令和　９　年　３　月　３１　日

地域防災マップの作成、印刷
地域防災マップを作成することにより、地域住民の防災意識を高める
とともに、災害に備える

歳入歳出予算額の内容
及び経費の使用方法

上限金額は原則５０，０００円ですが、水質検
査をした井戸水をマップに掲載する場合に限
り、検査料を補助することができます。

事業実施前の申請が必要です

マップ

記載例

★チェック事項★
①見積書・カタログ等の写し
があるか
②見積書の宛名は自主防
災会となっているか
③補助金等交付申請額に
計算ミスはないか
④井戸水水質検査実施の
場合、試験検査依頼書・井
戸所有者の同意書・検査箇
所一覧表があるか

印刷費 ５０,０００円
＋

井戸水質検査費 ４７,０００円
（全額補助、千円未満切り捨て）

着手日＝申請日とする

自署 or 自主防会長印 or 会長私印

不可 ： 町内会長印
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　安城市長

住所（所在地）

安城市

氏名（団体名及び代表者氏名）

（※）

補助事業等の名称 自主防災組織地域防災マップ作成事業

補助金等交付申請額 金 円

施 行 場 所 地内

着手

完了

計画の概要及び効果

収入合計 円 支出合計 円

内訳 補助金 円 内訳 印刷費 円

その他 円
井戸水質検
査費 円

その他 円

備考
　１　この様式中必要としない記載事項を省略し、又は必要に応じて記載事項を修正することが

　　できる。

　２　計画の概要及び効果並びに歳入歳出予算額の内容及び経費の使用方法については、

　　必要に応じて詳細を明らかにする書類を添付するものとする。

補　助　金　等　交　付　申　請　書

令和　　年　　月　　日　

施 行 予 定 期 間
令和　　　年　　　月　　　日

令和　９　年　３　月　３１　日

(※)　本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。

地域防災マップの作成、印刷
地域防災マップを作成することにより、地域住民の防災意識を高める
とともに、災害に備える

歳入歳出予算額の内容
及び経費の使用方法
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　安城市長

住所（所在地） は記入していただく箇所です。

安城市 ○○町△△－□

氏名（団体名及び代表者氏名）

（※）

補 助 金 等 交 付

決 定 年 月 日

補 助 事 業 等 の 名 称

施 行 場 所 地内

着手

完了

収入合計 107,500 円 支出合計 107,500 円

内訳 補助金 97,000 円 内訳 購入費 60,000 円

その他 10,500 円
井戸水質
検査費 47,500 円

その他 円

備考

　１　この様式中必要としない記載事項を省略し、又は必要に応じて記載事項を修正することが

　　できる。

　２　事業実績及び効果並びに歳入歳出決算額の内容については、必要に応じて詳細を明らか

　　にする書類を添付するものとする。

歳入歳出決算額の内容

自主防災組織地域防災マップ作成事業

　○○町内会

施 行 期 間
令和 〇 年 〇 月 〇 日

令和 〇 年 〇 月 〇 日

事 業 実 績 及 び 効 果
地域防災マップを作成することにより、地域住民の防災

意識を高めるとともに、災害に備えることができた

補　助　事　業　等　実　績　報　告　書

令和　　年　　　月　　　日

　○○自主防災会

　会長　　○ ○  　○ ○

　令和○年〇月〇日

　指令８危機第４－〇〇号

(※)　本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。

★チェック事項★
①領収書の写し・作成したマッ
プがあるか
②委任状があるか（振込口座
名が〇〇町内会の場合）
③補助金額はあっているか
※補助金の上限は５万円、井
戸水質検査費は全額補助とな
ります
④井戸水水質検査をした場合
は、その試験検査成績書の写
し
⑤着手日・完了日の日付は
あっているか

マップ
記載
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事業が完了したら、提出日を完了日以降かつ

購入後３０日以内の日付とし、提出してください。

※実績報告書の提出最終期限は３月２０日

着手日は交付決定の日付で固定です。
完了日は、領収書の日付を記入。
※領収書が複数ある場合は、領収書の日付が
一番遅いものを記入。

補助金等交付決定通知書と相違
がないことを確認してください。
※補助金額に変更がある場合は、
「変更申請書」を提出していただく
必要があります。

（※）

自署 or 自主防会長印 or 会長私印
不可 ： 町内会長印



　安城市長

住所（所在地）

安城市

氏名（団体名及び代表者氏名）

（※）

補 助 金 等 交 付

決 定 年 月 日

補 助 事 業 等 の 名 称

施 行 場 所 地内

着手

完了

収入合計 円 支出合計 円

内訳 補助金 円 内訳 購入費 円

その他 円
井戸水質
検査費 円

その他 円

備考

　１　この様式中必要としない記載事項を省略し、又は必要に応じて記載事項を修正することが

　　できる。

　２　事業実績及び効果並びに歳入歳出決算額の内容については、必要に応じて詳細を明らか

　　にする書類を添付するものとする。

令和　　年　　　月　　　日

　令和　年　月　日

　指令　危機第　　　　　号

自主防災組織地域防災マップ作成事業

補　助　事　業　等　実　績　報　告　書

(※)　本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。

歳入歳出決算額の内容

施 行 期 間
令和 　　年　 　月　　 日

令和      年     月     日

事 業 実 績 及 び 効 果
地域防災マップを作成することにより、地域住民の防災

意識を高めるとともに、災害に備えることができた
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　安城市長 は記入していただく箇所です。

住所（所在地）

安城市 ○○町△△－□

氏名（団体名及び代表者氏名）

　会長　　○ ○  　○ ○

金 円

［ 第　　　　　　号 ］

円

円

　振込先には次の口座を指定します。

銀　　　　　　行

金融機関名 信　用　金　庫

農業協同組合

預金種別 口座番号

（フリガナ）

口座名義人

３　貯蓄

〇〇チョウナイカイ　〇〇〇〇

○○町内会 　　〇〇〇〇

〇 〇 〇 〇 〇

１　普通

　　　　0

請求の根拠
安城市補助金等の予算執行に関する規則　　様式第

５（第９条関係）　事業完了日：令和〇年〇月〇日

受
取
人

店

○○〇〇 〇〇

〇

所

２　当座

令和〇年〇月〇日 指令８危機第４－〇〇号

［変更前交付決定日］

交付決定額 97,000

〇

交付決定額のうち
受領済額

補　助　金　等　交　付　請　求　書

令 和 年 月 日

　○○自主防災会

請求金額 97,000

補助事業等の名称 自主防災組織地域防災マップ作成事業

交付決定年月日

実績報告書の完了日と同じ日付を記入

マップ

記載例
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この場合は、口座名義人が「町内会」
のため、委任状が必要となります。
（「自主防災」となっていれば、委任状
は不要です）



　安城市長

住所（所在地）

安城市

氏名（団体名及び代表者氏名）

金 円

［ 第　　　　　　号 ］

円

円

　振込先には次の口座を指定します。

銀　　　　　　行

金融機関名 信　用　金　庫

農業協同組合

預金種別 口座番号

（フリガナ）

口座名義人

補　助　金　等　交　付　請　求　書

令 和 年 月 日

請求金額

補助事業等の名称

交付決定年月日 令和　年　月　日 指令　危機第　　　　　号

［変更前交付決定日］

自主防災組織地域防災マップ作成事業

交付決定額

交付決定額のうち
受領済額 　　　　0

請求の根拠
安城市補助金等の予算執行に関する規則　　様式第
５（第９条関係）　事業完了日：令和　年　月　日

２　当座

３　貯蓄

受
取
人

店

所

１　普通
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年 月 日

は記入していただく箇所です。

○○自主防災会

㊞

　　私は、 に係る

に関する権限を

記

1

2

１．普通 ２．当座 ３．貯蓄

3

委 任 状

令和

安 城 市 長

住 所 安城市〇〇町△△ー□

氏 名
　　会長　〇　〇　〇　〇

自主防災組織地域防災マップ作成事業費補助金

代金受領

〇 〇

　下記の者に委任します。

　　なお、振込先口座及び金額の内容は下記のとおりです。

受 任 者 住 所 安城市〇〇町△△ー□

氏 名 〇〇町内会　会長　〇〇　〇〇

振 込 先 口 座 金融機関名 〇〇〇〇農業協同組合

本・支店名 〇〇支店

預金種目

フ リ ガ ナ 〇〇チョウナイカイ　〇〇　〇〇

受取人
口座名義

〇〇町内会　〇〇　〇〇

口座番号 〇 〇 〇 〇 〇

金額及び内容内訳 金 額 97,000 円

内容内訳
自主防災組織地域防災マップ作成事業費
補助金

請求書と同じ内容か確認する

★注意★
必ずここは

「〇〇町内会 会長 〇〇 〇〇」
という形で記入する。

マップ
記載例
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年 月 日

は記入していただく箇所です。

○○自主防災会

㊞

　　私は、 に係る

に関する権限を

記

1

2

１．普通 ２．当座 ３．貯蓄

3

委 任 状

令和

安 城 市 長

住 所 安城市〇〇町△△ー□

氏 名
　　会長　〇　〇　〇　〇

自主防災組織地域防災マップ作成事業費補助金

代金受領

〇 〇

　下記の者に委任します。

　　なお、振込先口座及び金額の内容は下記のとおりです。

受 任 者 住 所 安城市〇〇町△△ー□

氏 名 〇〇町内会　会長　〇〇　〇〇

振 込 先 口 座 金融機関名 〇〇〇〇農業協同組合

本・支店名 〇〇支店

預金種目

フ リ ガ ナ 〇〇チョウナイカイ　〇〇　〇〇

受取人
口座名義

〇〇町内会　〇〇　〇〇

口座番号 〇 〇 〇 〇 〇

金額及び内容内訳 金 額 97,000 円

内容内訳
自主防災組織地域防災マップ作成事業費
補助金

請求書と同じ内容か確認する

★注意★
必ずここは

「〇〇町内会 会長 〇〇 〇〇」
という形で記入する。

マップ
記載例
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56

年 月 日

　

㊞

　　私は、 に係る

に関する権限を

記

1

2

１．普通 ２．当座 ３．貯蓄

3

委 任 状

令和

住 所

自主防災組織地域防災マップ作成事業費補助金

受 任 者

安 城 市 長

代金受領

　下記の者に委任します。

　　なお、振込先口座及び金額の内容は下記のとおりです。

氏 名

氏 名

住 所

口座番号

振 込 先 口 座 金融機関名

預金種目

本・支店名

内容内訳
自主防災組織地域防災マップ作成事業費
補助金

金額及び内容内訳 金 額 円

フ リ ガ ナ

受取人
口座名義
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令和○○年度 自主防災訓練等 ( 計画 ・ 報告 ) 書 
計画又は報告のいずれかを〇で囲んでください。 

令和○○年○○月○○日 

安 城 市 長 

届出者  住所  安城市○○町○○－○ 

     氏名  ○○ ○○ 

     電話  ○○ － ○○○○ 

防災会名 ○○町自主防災会 会長氏名 ○○ ○○ 

訓練日時 令和○○年○○月○○日（ 土 ） 
午前 
午後 ○時○○分から 

午前 
午後 ○時○○分まで 

訓練場所 ○○町公園 参加人員 ３００ 名  

訓練内容 

①防災講演 ②DVD 等研修 ③家具転倒防止訓練 ④図上訓練 ⑤地震体験訓練 

⑥資機材取扱訓練 ⑦安否確認訓練 ⑧情報収集訓練 ⑨情報伝達訓練 ⑩消火訓練 

⑪応急手当 ⑫救出訓練 ⑬搬送訓練 ⑭濃煙通過 ⑮避難訓練 ⑯給食訓練 

⑰給水訓練 ⑱避難所訓練 ⑲車いす訓練 ⑳ﾏﾝﾎｰﾙﾄｲﾚ設置 ㉑その他（     ） 

資 材 

・プロジェクター         台 ・濃煙テント 式 

・スクリーン         基 ・救出用訓練人形 体 

・防災ＤＶＤ 

（NO.をご記入ください)  

       本 

(         ) 

・ジャッキ     台 

・竹、毛布（担架用） 組 

・トランシーバー 

（２台まで貸出可） 
台 

・ハイゼックス       枚 

・ＨＵＧセット      式 

・家具、家具固定台      台 ・車椅子 台 

・固定金具等      式 ・訓練用ＡＥＤ、人形 

（以下、消防職員欄に人

数をご記入ください） 

式 ・水消火器     ２０本 

・標的 ２台 

・三角巾     枚 ・地震体験車(なまず号) ※別途申込 

・聴覚障害者支援セット 式 ・そのほか （     ） 

参加内訳 

ス タ ッ フ 防災役員 ５名 他 役 員 １０名 消防団員  名 指導員 ５名 

参 加 者 
一般参加者２６０名 要援護者５名  高校生  名 中学生 １５名 

小学生    名 そ の 他  名               合計３００名 

派遣希望人数 

（※派遣を希望する訓練を、〇で囲んでください。） 

危機管理課   1 名 

（⑩・⑫・⑬・⑭・⑳） 

消防職員   名 

（ ⑪ ・ AED ） 

危機管理課使用欄（派遣者名） （       ） （       ） 
備考１ 資材の貸出・返却は、原則金・月曜日の午前９時に安城消防署にて行います。（訓練が土・日

曜日の場合） 
備考２ 安城市の公園を使用する場合、管理者の利用許可が必要となります。 
備考３ 訓練実施後、報告書をご提出ください。実施後の報告書は変更箇所を添削してください。 
備考４ 危機管理課の派遣を希望する際は、必ず詳細をご連絡ください。訓練内容によっては、対応で

きないものや、日程により実施できない場合がありますのでご了承ください。 
備考５ 地区防災計画を策定されている場合は、計画に沿った訓練を実施してください。 
備考６ 訓練計画提出時、訓練報告書提出時に、裏面のアンケートにご協力をお願いします。 

課長  補佐 係長 担当 

 
 

   

記入例 

mailto:-@4xety


- 58 - 

 

令和  年度 自主防災訓練等 ( 計画 ・ 報告 ) 書 
計画又は報告のいずれかを〇で囲んでください。 

令和  年  月  日 

安 城 市 長 

届出者  住所   

     氏名   

     電話   

防災会名  会長氏名  

訓練日時 令和  年  月  日（   ） 
午前 
午後  時  分から 

午前 
午後 時  分まで 

訓練場所  参加人員  名  

訓練内容 

①防災講演 ②DVD 等研修 ③家具転倒防止訓練 ④図上訓練 ⑤地震体験訓練 

⑥資機材取扱訓練 ⑦安否確認訓練 ⑧情報収集訓練 ⑨情報伝達訓練 ⑩消火訓練 

⑪応急手当 ⑫救出訓練 ⑬搬送訓練 ⑭濃煙通過 ⑮避難訓練 ⑯給食訓練 

⑰給水訓練 ⑱避難所訓練 ⑲車いす訓練 ⑳ﾏﾝﾎｰﾙﾄｲﾚ設置 ㉑その他（     ） 

資 材 

・プロジェクター         台 ・濃煙テント 式 

・スクリーン         基 ・救出用訓練人形 体 

・防災ＤＶＤ 

（NO.をご記入ください)  

       本 

(         ) 

・ジャッキ     台 

・竹、毛布（担架用） 組 

・トランシーバー 

（２台まで貸出可） 
台 

・ハイゼックス       枚 

・ＨＵＧセット      式 

・家具、家具固定台      台 ・車椅子 台 

・固定金具等      式 ・訓練用ＡＥＤ、人形 

（以下、消防職員欄に人

数をご記入ください） 

式 ・水消火器     本 

・標的 台 

・三角巾     枚 ・地震体験車(なまず号) ※別途申込 

・聴覚障害者支援セット     式 ・そのほか （     ） 

参加内訳 

ス タ ッ フ 防災役員   名 他 役 員  名 消防団員  名 指導員  名 

参 加 者 
一般参加者  名 要援護者  名  高校生  名  中学生  名 

小学生    名 そ の 他  名               合計   名 

派遣希望人数 

（※派遣を希望する訓練を、〇で囲んでください。） 

危機管理課    名 

（⑩・⑫・⑬・⑭・⑳） 

消防職員   名 

（ ⑪ ・ AED ） 

危機管理課使用欄（派遣者名） （       ） （       ） 
備考１ 資材の貸出・返却は、原則金・月曜日の午前９時に安城消防署にて行います。（訓練が土・日

曜日の場合） 
備考２ 安城市の公園を使用する場合、管理者の利用許可が必要となります。 
備考３ 訓練実施後、報告書をご提出ください。実施後の報告書は変更箇所を添削してください。 
備考４ 危機管理課の派遣を希望する際は、必ず詳細をご連絡ください。訓練内容によっては、対応で

きないものや、日程により実施できない場合がありますのでご了承ください。 
備考５ 地区防災計画を策定されている場合は、計画に沿った訓練を実施してください。 
備考６ 訓練計画提出時、訓練報告書提出時に、裏面のアンケートにご協力をお願いします。 

課長  補佐 係長 担当 
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以下、計画提出・報告書提出時にアンケートにご協力ください。 

★訓練計画書提出時にご協力いただくアンケート 

問１ 市では、地域の防災力向上や自主防災組織の活動活性化などを支援するため、現在「地区防

災計画」の作成支援を行っています。地区防災計画の作成支援について貴自主防災組織のご意向を

教えてください。 

□ 作成済・作成中である  □ 来年度実施を検討したい   □ 興味がある 

□ 希望しない 

 

★訓練報告書提出時にご協力いただくアンケート 

問２－１ 自主防災組織の取り組み（防災訓練等）で、やってよかった取り組みや工夫した点など、

他の自主防災組織にご紹介できることがある場合、どの訓練が該当しますか。 

     該当する番号に〇をつけてください。特にない場合、番号㉒に〇をつけてください。 

     ご記入いただいた内容については、自主防災リーダー養成研修等で他の自主防災組織に 

紹介させていただく場合があります。 

①防災講演 ②DVD 等研修 ③家具転倒防止訓練 ④図上訓練 ⑤地震体験訓練  

⑥資機材取扱訓練 ⑦安否確認訓練 ⑧情報収集訓練 ⑨情報伝達訓練 ⑩消火訓練 

⑪応急手当 ⑫救出訓練 ⑬搬送訓練 ⑭濃煙通過 ⑮避難訓練 ⑯給食訓練  

⑰給水訓練 ⑱避難所訓練 ⑲車いす訓練 ⑳ﾏﾝﾎｰﾙﾄｲﾚ設置 

㉑その他（                                                               ） 

㉒特になし 

問２－２ 【問２－１】に回答いただいた方で、具体的な取り組みがあればご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



現在

NO. 種別 タイトル 内容
時間
（分）

制作 製作年 備考

1 DVD チャレンジ防災４８
地域で学校ですぐに使え
る！

消防庁 2本

2 DVD 東海地震を知る 沈黙の30年で見えた巨大地震の姿 40 １本

3 DVD その時、あなたはどうする！ 緊急地震速報のしくみと心得 10 気象庁 １本

4 DVD
平成18年度安城市防災講演
会

旧山古志村
「長島　忠美氏」による講話

85 H18 １本

5 DVD
自主防災組織の救出訓練用
ビデオ

28 ３本

6 DVD
あっ！どうする？
そうなる前の防災対策

まな・かな姉妹によるナビゲーション 70 愛知県 H19
４本（内
２本英
語）

7 DVD 20世紀　日本の地震災害
過去の震災を振り返り、どう
備え、どう対処すればよいの
か答えを探る

40 （財）日本気象協会 H15 １本

8 DVD
NHKクローズアップ現代
あなたに”救える命”がありま
す

心臓停止に立ち向かう 30
H17.10.3

放送
１本

9 DVD 地震だ！そのときどうする？ 自分を守りみんなで助け合おう 18
消防科学総合

センター ５本

10 DVD 伊勢湾台風から半世紀 知ろう風水害　考えよう防災 124 愛知県 H21 1本

11 DVD ふせごう 家具等の転倒防止対策 21
消防科学総合

センター H21 ４本

12 DVD
地震に備えて 今、やるべきこ
と

緊急地震速報が流れたらどう
する？

23 映学社 H21 １本

13 DVD あなたの街を襲う大地震
検証・震度６弱・被害軽減・駿
河湾の地震

22 映学社 H21 １本

14 DVD 津波から生き延びるために 知る・行動する 15
消防科学総合

センター H22 2本

15 DVD
サル太郎　地震には負けな
いぞ！
～地震への備え大作戦～

幼児・低学年向け学習アニメ 15 映学社 2本

16 DVD 三河地震　地震体験談 安城の被災者に聴く
約30
分×4

人
安城市 H23 3本

17 DVD デジタル防災紙芝居
東南海地震・三河地震の証
言/伊勢湾台風の証言

30 RSY H22 ２本

18 DVD
テレビカメラがみた東日本大
震災

震災・津波の記録 105 仙台放送 H24 １本

19 DVD 自分の命は自分で守る
3.11津波災害の状況、防災指
導

96 内閣府 １本

20 DVD
東日本大震災～宮城県石巻
市災害記録～第１巻

震災がもたらした各課題ほ
か

32 宮城県石巻市 H25 1本

21 DVD
東日本大震災～宮城県石巻
市災害記録～第２巻

避難所・ボランティア・ライフ
ライン・災害医療ほか

25 宮城県石巻市 H25 １本

22 DVD
東日本大震災～宮城県石巻
市災害記録～第３巻

仮設住宅・文化財・学校ほ
か

28 宮城県石巻市 H25 １本

23 DVD 東日本大震災復興支援記録
全日本冠婚葬祭互助協会40
周年記念

43 博報堂 H25 １本

24 DVD
3月11日　東日本大震災
岩手の記録

あの日あの時、カメラマンの
記録、メカニズム、語り継ぐ
心

120 岩手朝日テレビ H24 1本

25 DVD
マグニチュード　明日への
架け橋

全国劇場公開作品（緒方直
人・薬師丸ひろ子ほか）

90 日本防火協会 H9 1本

貸出用防災DVD一覧表
令和7年4月1日
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NO. 種別 タイトル 内容
時間
（分）

制作 製作年 備考

26 DVD
防災ナマズマンの地震はか
ならずやってくる

愛知県防災アニメ 20 愛知県 4本

27 DVD
急な大雨・雷・竜巻から身を
守ろう！

高学年向け　発達した積乱
雲による災害・事故防止啓
発

気象庁 H25 2本

28 DVD
HERO　～わがまちの消防
団～

近年の災害と消防団/消防
団の現状と課題/これから
の消防団　ほか

24
消防科学総
合センター

H19 1本

29 DVD
あなたの想いで、できること
がある。消防団

消防団ＰＲ　DVD 16
消防科学総
合センター

1本

30 DVD
ドラマで見る
災害時要援護者対策の進
め方

災害時要援護者情報の共
有/避難支援プランの作成
ほか(字幕付き）

内閣府 H19 1本

31 DVD
まず命を守る備え　集合住
宅・ﾏﾝｼｮﾝの防災対策

文部科学省選定　大震災に
備える防災安全対策シリー
ズ

22 映学社 H26 1本

32 DVD
災害時要援護者の支援　と
もに生きのびるための自
助・共助

ともに生きのびるためには
なにが必要なのか。東日本
大震災の教訓を踏まえた市
民向けの啓発教材(字幕付
き）

17 東映 H26 1本

33 DVD
避難所の開設・運営～その
時皆さんの力が必要です～

地域の防災拠点としての避
難所の役割、開設・運営の
流れ、東日本大震災で得ら
れた教訓などを解説(字幕
付き）

17 パール商事 H26 2本

34 DVD
大地震発生！改訂版
東日本大震災・阪神・淡路
大震災から学ぶ

大地震を体験した被災者の
話から「本当に学ぶべき教
訓」を探る

18 東映 H23 1本

35 DVD
問われる住民の防災力
自助・共助の輪を広げよう

本造住宅密集地や津波が
予想されている沿岸の自主
防災組織、東日本大震災で
実際に津波から逃れた人の
体験談も紹介しながら、大
地震に備える自助・共助の
大切さを考えます

22 映学社 H25 1本

36 DVD
気象災害から命を守る
『想定外』は、いま起きるか
もしれない

局地的豪雨（ゲリラ豪雨）と
それに伴う災害を中心に取
り上げ、気象に関する正し
い知識と命を守るすべを伝
えます

21 東映 H27 1本

37 DVD
熊本地震から学ぶ
こんな対策があなたを救う

熊本地震の大きな特徴を５
つ挙げ、そこから学ぶことの
できる教訓を、被害に遭わ
れた方のインタビューや資
料映像に加え、各分野の専
門家による解説を交えて紹
介

21 東映 H28 1本

38 DVD
地域が主役　避難所の開
設と運営のしかた

避難所について基本的なこ
とを示し、過去の災害からど
んな教訓が得られたか紹
介。地域での訓練の事例を
通して注意点を解説し、避
難所をより良いするものに
するヒントを提供

24 映学社 H29 1本

-61-



NO. 種別 タイトル 内容
時間
（分）

制作 製作年 備考

37 DVD
熊本地震から学ぶ
こんな対策があなたを救う

熊本地震の大きな特徴を５
つ挙げ、そこから学ぶことの
できる教訓を、被害に遭わ
れた方のインタビューや資
料映像に加え、各分野の専
門家による解説を交えて紹
介

21 東映 H28 1本

38 DVD
地域が主役　避難所の開
設と運営のしかた

避難所について基本的なこ
とを示し、過去の災害からど
んな教訓が得られたか紹
介。地域での訓練の事例を
通して注意点を解説し、避
難所をより良いするものに
するヒントを提供

24 映学社 H29 1本

39 DVD
ともに、前へ
　～過去から未来を創ろう、
中学生の力で～

地震の仕組み、津波の伝わ
り方。東日本大震災直後の
各中学校の様子、中学生の
ボランティア活動など

16

仙台市中学
校長会

宮城教育大
学教育復興

支援セン
ター

Ｈ27 1本

40 DVD

目指せ！
災害に強いまち
-自助・共助で自然災害のリ
スクに立ち向かう-

過去の災害の振り返り。自
助・共助・公助について。知
識を合わせて防災の下地作
り、みんなで助け合う防災
活動の手順の紹介

21 教配 H29 1本

41 DVD
熊本・大阪北部大地震から
学ぶ
避難生活の心がまえ

避難生活中のトイレやエコノ
ミークラス症候群の問題、
障害者や女性に配慮した避
難所のあり方、在宅避難の
ポイントを紹介

24 映学社 H30 1本

42 DVD
災害時要援護者の支援　と
もに生きのびるための自
助・共助

東日本大震災の教訓を踏ま
え、要援護者自身の自助、
周囲の人々の共助のあり方
を見つめ直すための啓発教
材(字幕対応）

17 東映 H30 1本

43 DVD
地震・水害から命を守る
生き抜くための自助・共助

地震・水害などの災害が発
生した際の命を守る備えと
行動のポイントをドラマで描
き紹介

24 東映 H31 1本

44 DVD
全員参加の自主防災
災害に強いまちづくり

自主防災組織とは何か、日
頃どんな活動が必要なの
か、実際の例を交えて紹介

23 映学社 R2 1本

45 DVD

災害から一人の命も取り残
さないために
要配慮者の備えと避難行
動

要配慮者の命を守るため
に、どう備え、どう行動すれ
ば良いのか、当事者の方々
への取材を交えて紹介

27 東映 R3 1本

46 DVD
能登半島の地震　震度７
広い範囲で起こった強い揺
れ

能登半島地震から得られた
教訓をもとに、今後発生す
ることが予想される巨大地
震から生き延びるための対
策をインタビュー映像を交え
ながら紹介

23 映学社 R6 1本
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自主防災訓練の資機材貸出について 

 

市では、自主防災訓練を実施する際に、下記のとおり資機材の貸出を行い

ます。  

 

１ 対象 

  市内自主防災組織  

 

２ 貸しだすことができる資機材  

・プロジェクター ・三角巾 
・スクリーン ・濃煙テント 
・防災ＤＶＤ ・救出用訓練人形 
・トランシーバー 
（２台まで貸出可） 

・ジャッキ 

・家具、家具固定台 
（講習はほっぷ等へ依頼） 

・竹、毛布（担架用） 
・ハイゼックス 

・固定金具等 
（講習はほっぷ等へ依頼） 

・ＨＵＧセット 

・車椅子 

・水消火器 ・訓練用ＡＥＤ、人形 

・標的 
・地震体験車(なまず号) 
（別途申込） 

・視覚障害者支援セット ・自主防災組織講座用 PC 

・貸出物品については、先着順となります。  

・貸出日が被った場合は、貸し出すことができませんのでご了承下さい。 

 

３ 申込み方法  

貸し出しを希望する自主防災組織は、「自主防災訓練等計画書」の「資  

材」の欄に必要数をご記入していただき、危機管理課にご提出ください。 
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令和８年４月  

自主防災組織向け地震体験車（なまず号） 

利用申込受付方法について 

●市への申込みは先着順ではなく、期間内の受付です。 

●申込み多数の場合は抽選を行います。  

詳細は以下のとおりです。  

 

１ 申込み期間 

（１）前期（４月１日～９月３０日）に自主防災訓練を行う場合  

   前年１０月～１月まで 

（２）後期（１０月１日～３月３１日）に自主防災訓練を行う場合  

   ４月～６月まで  

 

２ 申込み方法  

  申込み期間内に、危機管理課へ直接ご連絡ください。  

 

３ 市から県へ申込を行う団体の決定方法  

（１）  県への申込枠は、前期３回まで、後期３回まで（市が開催する総合

防災訓練に１回分の枠を使うため、年間を通じて５回まで）です。  

（２）  各自主防災組織からの申込数が枠を超えた場合は、次のとおり危機  

管理課において抽選を行い、県への抽選申込団体を決定します。 

 

＜抽選日時及び場所＞（危機管理課が指定する日時・場所） 

日時（予定） 前期：１月下旬頃、後期：７月上旬頃 

場所     安城市役所  

 

＜抽選方法＞ 

  くじ引き等の方法にて抽選を行います。（申込みをした各自主防災組

織の方であれば、抽選の立ち合いも可能です。） 

 

４ 利用決定時期  

  県の抽選終了後（前期：２月下旬頃、後期：８月中旬頃）、県から市へ

抽選結果の通知があった後に、各自主防災組織へ利用決定（または抽選
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もれ）の連絡を行います。  

 

５ その他 

・市への利用申込は、各年度、１自主防災組織につき１回までとします。 

・県の抽選終了後、予約確定後に空き日程がある場合は、市から県  

へ電話により随時予約申込みをし、先着順で決定します。  

（受付開始は前期：２月下旬頃～、後期：８月中旬頃～）  
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安城市自主防災組織育成助成事業補助金 制度概要 

～宝くじの社会貢献広報事業として実施するコミュニティ助成事業～ 

 

●自主防災組織の活動に直接必要な設備（建築物及び消耗品を除く。）の整備 

を行う事業に対して、自治総合センターの定めるコミュニティ助成事業実施 

要綱に基づき市長が自治総合センターに助成の申請をし、決定を受けたもの 

 ●市の補助金を通じて、コミュニティ助成金が交付されます 

 

実施主体 

  自主防災組織 

 

推薦数 

  ２組織まで 

 

申請方法・決定時期 

  市・愛知県を通じて一般財団法人自治総合センターへ申請 

  市から県へは１０月下旬申請し、採択・不採択の決定通知は３月末予定 

 

助成額 

下限額３０万円～上限額２００万円 

※１０万円単位（１０万円未満切り捨て） 

 

助成対象経費 

助成対象となる経費は、地域の防災活動に直接必要な設備等の整備に要す 

 る費用です。 

 

◎対象となる設備の例 

テント、発電機、防災倉庫、大型炊き出し器、投光器、デジタル無線機、 

可搬式動力ポンプ、浄水装置 など 

 

※建築物は対象外ですが、基礎工事の伴わない簡易な倉庫・収納庫は対象と

なります。 

※備蓄食料や数回の利用で費消される備蓄品は対象となりません。 

 

市が推薦するために必要な項目 

【１】 市長が２年連続して自治統合センターに申請していないこと 

 

【２】 申請年度から起算して過去１０年度の間に、コミュニティ助成事業（地

域防災組織育成助成事業）補助金の交付を受けていないこと 
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（参考） 

年  度 町内会 (千円) 

令和２年度 横山町 2,000 

令和４年度 箕輪町 2,000 

 

【３】 申請年度から起算して過去１０年度の間に、市の実施する類似の補助金

等（安城市自主防災組織資機材整備事業補助金を除く）の交付を受けてい

ない自主防災組織の行う事業 

 

【４】 市民協働課の「安城市一般コミュニティ助成事業補助金」を、申請年度

から起算して過去１０年間に受けていない町内会で組織する自主防災組

織であること 

（参考） 

   

【５】 申請年度から起算して過去５年の間に、自主防災訓練（市に計画書等を

提出したものに限る）を実施していること 

 

推薦組織の決定 

市が推薦するために必要な項目５つすべてに該当している組織が複数あ 

る場合は、第一に危機管理課職員が選定表を用いて審査をし、第二に抽選に

て決定します。 

 

年  度 町内会 (千円)  年  度 町内会 (千円) 

平成 27 年度 東町 1,900  令和 3 年度 高棚町 2,500 

平成 28 年度 城南町 2,500  令和 4 年度 下管池 2,400 

平成 29 年度 北山崎町 2,100  令和 4 年度 別郷町 2,200 

平成 30 年度 日の出町 2,400  令和５年度 城向 2,100 

令和元年度 尾崎町 2,400  令和６年度 石井町 2,500 

令和２年度 浜屋町 2,300 
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安城市災害支援制度一覧表 

（令和８年４月１日時点） 

住家が自然災害等による被害を被り、市の災害支援制度を受けられる場合、原則、下記の申請窓口において罹災証

明書の発行が必要となります。詳しくは、下記の「各種支援制度」を確認いただき、対象と思われる担当部署に問い

合わせの上、必要とされる際は申請窓口にて発行手続きをお願いします。 

 

１．各罹災証明書の申請窓口  ※災害理由により、申請窓口が異なります 

（１） 自然災害による申請窓口・・・安城市役所の資産税課（71-2215）にお問い合わせください。 

（２） 火災による申請窓口  ・・・安城消防署予防係（75-2458）にお問い合わせください。 

                                

２．各種支援制度について 

※被害の程度により、対象にならない場合があります。詳しくは各担当部署までお問い合わせください。 

安城市                           

項   目  支 援 内 容 支 援 理 由 担 当 部 署 

固定資産税・都市

計画税の減免 被害の状況に応じて市長が定める額

を免除 

震災・風水害・火災等 

（床下浸水対象外） 

資産税課 

(℡71-2215) 

市県民税の減免 

震災・風水害・火災等 
市民税課 

(℡71-2214) 森林環境税の免除 
被害の状況に応じて全額又は一部を

免除 

市税の徴収猶予 

１年以内の期間に限り分割等での納

付が可能となる 

猶予期間に対応する延滞金の免除 

災害により財産について被害を受

け、納税が困難になった場合 

納税課 

(℡71-2217) 

図書館資料 図書館資料損害賠償の免除 

震災・風水害・火災等 

アンフォーレ課 

(℡76-6111) 

災害見舞金の支給 

死亡 １０万円 

負傷 １万５千円～３万円 

住居等の被害 １万円～１０万円 

住居の床上浸水 １万円～２万円 

社会福祉課 

(℡71-2224) 

災害弔慰金の支給 
生計維持者の死亡 ５００万円 

その他の者の死亡 ２５０万円 

震災･風水害等 

災害障害見舞金の

支給 

災害による負傷等で重度の障害が残

った場合 

生計維持者 ２５０万円 

その他の者 １２５万円 

災害援護資金の 

貸付け 

災害により世帯主が負傷した場合や

住居・家財に損害を受けた場合 

最高 ３５０万円 

被災者生活再建 

支援金の支給 

住宅に全壊等の被害を受けた場合 

最高 ３００万円 

特別障害者手当等

の災害特例 
所得制限を一定期間は適用外とする 

震災・風水害・火災等 

障害福祉課 

(℡71-2225) 

特別児童扶養手当

の災害特例 
手当の支給停止者への全額支給 

心身障害者扶養共

済制度の掛金の減

免 

掛金の３割を免除 
災害により加入者及び同居者の所得

の合算額が著しく減少した場合 
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項   目 支 援 内 容 支 援 理 由 担 当 部 署 

介護保険料の減免 
損害の程度により８分の１から全額

を免除（所得要件あり） 

震災・風水害・火災等により住宅、

家財等に損害を受けた方（保険金等

により補填される金額は除く） 

高齢福祉課 

(℡71-2226) 

介護保険利用者負

担額の減免 

損害の程度により介護サービス利用

の本人負担額を１００分の５とし、

又は全額免除とする。（所得要件あ

り） 

震災・風水害・火災等により住宅、

家財等に損害を受けた方（保険金等

により補填される金額は除く） 

高齢福祉課 

(℡71-2226) 

児童扶養手当の災

害特例 
手当の支給停止者への全額支給 

震災・風水害・火災等 

こども課 

(℡71-2229) 

児童クラブ育成料

の減免 
全額又は一部を免除 

こども課児童クラブ係 

（あんぱ～く内） 

(℡72-2319) 

国民健康保険税の

減免 損害の程度により８分の１から全額

を免除（所得要件あり） 

震災・風水害・火災等（保険金等に

より補填される金額は除く） 国保年金課 

(℡71-2230) 国民健康保険一部

負担金の減免等 
震災・風水害・火災等 

国民年金保険料の

減免 
国民年金保険料の免除 

震災・風水害・火災等（保険金等に

より補填される金額は除く） 

国保年金課(℡71-2231) 

（詳細は年金事務所へ） 

後期高齢者医療保

険料の減免 

損害の程度により月割保険料の２分

の１又は全額を免除 

震災・風水害・火災等 

国保年金課 

(℡71-2232) 後期高齢者医療一

部負担金の減免等 
全額又は一部を免除（要相談） 

保育料の減免 全額又は一部を免除 保育課(℡71-2228) 

ごみ処理の相談 手数料の免除について（要相談） 震災･風水害・火災等 
ごみ資源循環課 

 (℡76-3053) 

市営住宅 

目的外使用 

避難用に一時的応急施設としての市

営住宅の使用（使用許可期間あり、

無料） 

自然災害・住宅火災により住宅に住

居できない場合 

建築課 

(℡71-2240) 

障害物除去の実施 

災害により半壊又は床上浸水した住

家について、運ばれた土石、竹木等

で一時的に居住できない状態にあ

り、自力では当該障害物を除去でき

ない場合に障害物の除去を実施 

震災･風水害等 

（災害救助法が適用された災害に限

る） 

応急仮設住宅の 

供与 

応急仮設住宅が設置された場合、自

らの力で住宅を確保できない方に対

し、一時的に住宅を供与します。 

被災住宅の 

緊急修理 

災害により被害を受けた住家につい

て、被害の拡大を防止するために緊

急的な修理を行う又は資材の現物給

与 

被災住宅の応急 

修理 

災害により「準半壊」以上の被害を

受けた住家について、日常生活に必

要不可欠な最小限度の部分の応急的

な修理を行う 

下水道使用料の 

減免 

基本使用料を除いた従量使用料 

の一部（最大１０㎥）を免除 
床上浸水 

下水道課 (℡71-2247) 

水道料金の減免 
基本料金を除いた水量料金の一部

（最大１０㎥）を免除 
水道業務課 (℡71-2249) 
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安城市以外 

項   目  支 援 内 容 支 援 理 由 担 当 部 署 

災害見舞品の配布 

緊急セット(歯ブラシ・タオル・ラ

ジオなど)・毛布など（日本赤十字

社から援助）、布団（安城善意銀行

から援助） 

※り災証明書不要 

震災・風水害・火災等 

社会福祉協議会 

(℡77-2941) 

所得税の減免 

雑損控除 

被害の状況に応じて免除（所得要件

あり） 

刈谷税務署 

（℡21-6211） 

経済環境適応資金

災害対応資金 

(愛知県融資制度) 

中小企業者の事業資金の融資 震災・風水害等 

愛知県中小企業金融課 

(℡052-954-6333) 

（申込先は愛知県融資制度

取扱金融機関） 

 


